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研究成果の概要（和文）：高等学校における家庭科での消費者教育では、クレジットや悪質商法に関する内容が中心で
あり、生徒の認知度は高かった。しかし、自己に関わる問題としてまでの認識は低かったことから、契約上の問題に意
思決定力を高める方法として「アサーション・トレーニング」を取り入れた授業を行った。その結果、金銭・金融、契
約上の問題で意思決定力を高めるためには継続的な実践的学習が重要であると確認された。そこで、これらをふまえて
小・中・高等学校家庭科における消費者リテラシーを高める系統的な学習プログラムを作成した。

研究成果の概要（英文）：In the consumer education of high school home economics, content related to 
credit and malicious business is the main. And, awareness of high school students is high. However, since 
the recognition of a problem related to the self was low, and practice a lesson that incorporates the 
"assertion training" as a way to improve the decision-making power to the agreement on the issue. As a 
result, monetary and financial, that in order to increase the power of decision-making in the contract on 
the problem, it is important to continuous learning has been confirmed. So, I have created a systematic 
learning program to enhance the consumer literacy in elementary, middle, and high school home economics.

研究分野： 家庭経済、消費者教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 情報化社会を迎え、消費を巡る環境は大き
く変化している。携帯電話やスマートフォン
の所持、インターネットの普及によって①商
品の購入方法ではネットショッピングなど
実際に商品を確認しないで購入すること、②
支払い方法ではクレジットカードやコンピ
ュータのボタン一つで決済が行われるよう
な金銭の授受を行わない消費活動が増えて
きた。さらに、「もの」や「サービス」を売
買できる販売信用に加え、簡単に借り入れの
できる自動貸し付け機の登場による消費者
金融が拡大されてきた。そのため、販売信用
や消費者金融による若者の消費者トラブル
が増加している傾向にある。国民生活センタ
ーによると、20 歳未満の相談件数は全体の
4%と少ないが、相談内容のうちでも通信販売
の相談件数が 80％を占めている現状である
（国民生活センタ－2008）。このような現状
から、法制度においては、2004 年に消費者基
本法が改正され、消費者政策の方向性が「保
護」から「自立支援」に変わり、消費者が自
立し、消費生活により主体的に関わることが
必要であると示された。2012 年には「消費者
教育の推進に関する法律」が制定され、学校
における消費者教育の推進として、児童・生
徒の発達段階に応じた適切かつ体系的な消
費者教育の機会の確保が明記された。 
 一方、日本の学校教育では1989年(平成元）
の学習指導要領から消費者教育が明確に位
置づけられた。加えて、2008 年の中央教育審
議会の答申で「消費者教育」の推進が明記さ
れた。平成 20 年度の学習指導要領の改訂で
は新たに小学・中学校で「家庭生活と消費」、
高等学校で「身近な消費生活と環境」の項目
が設けられ、小学校から高等学校までの系統
的な消費者教育の推進が諮られた。このよう
な社会的背景や法制度のなかで、消費者は主
体的、批判的に商品やサービスを選択、消費
し、責任を持って行動していく必要があり、
社会的責任を認識できるような消費者教育
が必要である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、消費者市民社会の形成に
参画、発展に寄与できる児童・生徒の育成を
目指して、系統性を重視した家庭科における
消費者教育の体系作りを行うことである。 
 日本の学校教育では 1989 年（平成元）の
学習指導要領から消費者教育が明確に位置
づけられた。加えて、2008 年（平成 19）の
中央教育審議会の答申で「消費者教育」の推
進が明記され、平成 20 年度の学習指導要領
の改訂では新たに小学校・中学校で「家庭生
活と消費」、高等学校で「身近な消費生活と
環境」の項目が設けられた。しかし、現在に
至るまでの 10 年間に消費者教育は十分に行
われていなかった状況であり、その原因とし
て、「時間数が足りない」、｢教材が足りない｣、
「教材が難しすぎる」などが指摘されている。

また、消費者教育の先行研究では、小・中・
高等学校のそれぞれの校種における消費者
教育の事例研究は見られるが、系統的に学ぶ
消費者教育に関する学習プログラムは作成
されていない。また、消費者教育の内容につ
いては、いずれの校種においても、店舗販売
に関する内容が中心であり、インターネット
を利用した無店舗販売に関する学習プログ
ラムは作られていない。今後は、あふれる「も
の」や「サービス」の情報を消費者として選
択していく情報リテラシーを身につけ、批判
的な思考力を高め、実践していくこと、すな
わち「消費者情報リテラシー」を身につける
ことが重要であると考えられる。これらの力
は、学習後すぐに身につくものではなく、系
統的な学習によって習得でき、実践力につな
がるものと考えられることから本研究を設
定した。 
 
３．研究の方法 
 まず、目的達成の基礎資料を得るために
(1)大学・短期大学生が高等学校までに学習
した消費者教育に対する意識と消費行動の
実態について調査する。(2)高等学校家庭科
教員を対象に家庭科における消費者教育の
実情を把握する。(3)高校生を対象に「アサ
ーション」の手法を用いた消費者教育の授業
を実践する。(4)小・中・高等学校家庭科に
おける系統的な消費者教育の学習プログラ
ムを作成する。 
 (1)～(4)について次のとおり行った。 
(1)Ｏ県Ｍ大学・短期大学の 1年生 327 名(男
性 60 名、女性 267 名)を対象とした質問紙調
査を 2014 年 4月に行った（回収率 100％）。 
(2)Ｏ県の高等学校家庭科教員 75 名（女性）
を対象にアンケート用紙を 2014 年 5 月に配
布し、33 名からの回答が得られた（回収率
44％）。 
(3)「ネットワークビジネスへの勧誘」を事
例として用いた授業実践を 2回行った。①商
法に関する知識、②商法に対する意識、③先
輩から勧誘された時の「意思決定場面」にお
ける対応方法（その場の状況に応じた応答文
を考え、最も適切と考える対応方法）を検討
した。調査は、記述式用紙を使用し授業中(学
習前・学習後)に行った。対象は、初回がＯ
県公立Ｂ高等学校１年生 215 名(男子 90 名､
女子 125 名)であり、実施時期は 2013 年 1月
であった。2 回目は、前回の授業方法を改善
した後、同高等学校１年生 117名(男子 51名、
女子 66 名)を対象として、2014 年 1月に実施
した。 
(4)小・中・高等学校の消費者教育において
消費者リテラシーを身につけることを目標
とした系統的な学習プログラムを作成した。 
 
４．研究成果 
(1)学生が家庭科で消費者教育を学習したと
認識している校種は、高校が 22.6％、中学校
が 21.8％であり、小学校ではわずかに 0.8％



であった。残りの約 55％は、高校での総合的
な学習の時間や全校集会での講演、中学社会、
高校公民の順であった。お金に対する意識で
は、自己の金融に関する十分な知識や判断能
力があるとは考えていなかった。消費行動で
は、家計簿・小遣い帳の記録は経験者と未経
験者が約半数ずつであり、家庭科で学習した
と認識している学生のほうが記録経験が多
かった。クレジットカードの所有は半数以上
が 1枚以上を希望している実状であった。お
金に対する意識と消費行動の関連では、意識
の高い方が商品を購入する時に買う余裕が
あるかどうかを考えており、小遣い帳・家計
簿の記載経験者も多く、商品の購入や支払い
期日の考え方も堅実であった。一方、クレジ
ットカードの所有希望者は、買いたいものを
我慢せず支払いについても深く考えない傾
向があり、投資にも興味を持っていることが
わかった。 
 これらのことから、授業には、金融に関す
るリテラシーを高めるためにクレジットカ
ードの特徴や使い方を指導し、金融商品に関
しても情報を提供する必要がある。また、小
遣い帳・家計簿の記入は現在の金銭管理に加
え、将来を見通した経済活動の意識づけにつ
ながる重要な内容であることも確認された。
若年層は、お金の使い方に関して注意を払っ
ている度合いが他の年齢層より低い傾向が
あり、知識普及面での働きかけ・金融教育活
動の展開が必要であると考えられた。そのた
め、生涯を見通した生活設計に関わる販売信
用、小遣い帳・家計簿記入などの金銭管理の
方法、金融商品に関する知識を小・中・高等
学校を通して系統的に内容を深めていくこ
とが、消費者リテラシーを高めていくことに
つながると考えられた。 
(2) 家庭科教員対象の調査では、消費者教育
への関心度は高い一方で研修会への参加頻
度は低かった。まったく参加していない人も
約 4割であり、関心はあっても研修会に参加
できない教員の実状がみられた。また、関心
があり今後教えたい具体的な内容は、メディ
アを活用した売買や電子マネーについてで
あった。一方、現在教えている内容は、従来
からの悪質商法やクーリング・オフが多く、
教えたい内容との間にギャップが見られた。
これは、90％以上の高等学校教員が「関心が
ある」と答えているにもかかわらず、消費者
教育に関する授業が実施されにくいという
先行研究と同様の結果であり、改善していか
なければならない課題といえる。授業時間数
は、「家庭総合」、「家庭基礎」のいずれも 3
～4 時間が最も多かったことから、インター
ネット売買などのメディアを活用した新し
い内容を取り入れる授業時間が少ないもの
と考えられる。しかし、学生のインターネッ
トを利用した購入経験は男女ともに 60％以
上であり、パソコンやモバイルを利用した消
費行動が定着しつつあることから、情報社会
に対応した内容を加える必要がある。現在で

は、消費者教育に関する多くの印刷物や DVD、
インターネットの資料が存在している。しか
し、それらの資料のほとんどは知られていな
い実状から、大学、外部の教育施設や外部講
師が授業に活用できる資料や事例を示し、学
校教育現場に積極的に提案していくことも
重要であると考えられる。 
(3) 高等学校家庭科における消費者教育へ
「アサーション」を導入した授業を試みた結
果、①商法に関する知識では、「商法の名称」
において学習前・学習後のいずれも正答した
人数は 109 名(50.7％)であり、全体の約半数
であった。また、学習前には誤答であったも
のの学習後に正答した人数は 67 名(31.2％)
で あ り ､ 正 答 率 の 上 昇 が 見 ら れ た
（Z=4.80,p<0.05 マクニマーの検定）。「解
約方法の名称」についても、「商法の名称」
と同様の結果が得られた（Z=2.98,p<0.05）。
②商法に対する意識では、「先輩からの誘い
を断る」ことについて学習前後での変化は見
られなかった。約半数の生徒は「いつもでき
る」と回答している一方で、約 2割の生徒が
「あまりできない」あるいは「いつもできな
い」と答えており、先輩からの誘いに対して
断りづらい生徒の実状がみられた。③先輩か
ら勧誘された時の対応方法については、自由
記述の応答文を「きっぱり断る」、「あいまい
に断る」、「どちらでもない」、「断れない、受
け入れる」、「その他、無回答」に分類した。
その結果、「意思決定場面 1」において、約 3
割の生徒が「きっぱり断る」、約 4 割が「あ
いまいに断る」と答え、「どちらでもない」
は約 1割という結果であった。学習前後の有
意な差は見られなかったものの、学習後の応
答文には、具体的な理由をつけて断るなど、
自分の意思を他者へわかりやすく伝えよう
とする傾向が見られた。その結果から、知識
は一度の授業実践で習得できるが、意識の変
容までには至らないため、継続的な指導が必
要ではあることがわかった。また、生徒の応
答文に自分の意思を他者にわかりやすく具
体的に伝えようとする表現が見られた。これ
らのことから、トラブル回避への有効な対応
方法を考えさせる授業方法は、生徒の意思決
定力を高める授業方法として有効ではない
かと考えられた。 
 2 回目は、前回と同じ題材を用いた授業  
に「アサーション・トレーニング」を加え、
グループワークからペアワークに変更した。
その結果、先輩からの誘いに「いつも断れな
い」と答えた割合は、授業前後において全体
では 11.3％から 2.1％に減少した。「アサー
ティブ群」では 15.0％から 1.9％、「ノン・
サーティブ群」も7.3％から 2.3％に減少し、
自分の気持ちを表現しようとする生徒が増
えた。ペアワークは「アサーティブ群」、「ノ
ン・アサーティブ群」のいずれも断り方（応
答文）の文章内容が具体的になり、表現方法
も他者への配慮が見られた。しかし、「ノン・
アサーティブ群」は、具体的な事例が変わる



と授業前の表現に戻ることから、繰り返し実
践することが必要であると考えられた。  
（4)(1)～(3)をふまえて、小・中・高等学校
の消費者教育において消費者リテラシーを
身につけることを目標とした系統的な学習
プログラムを作成した。具体的には、いずれ
の校種においても、「アサーション・トレー
ニング」のようなアクティブ・ラーニングの
手法を取り入れ、意思決定場面で適切な行動
がとれるように考えた。 
今後の課題は、作成した学習プログラムを

検証し、消費者教育の効果的な学習方法につ
いて検討し提案していくことである。 
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